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出典：新潟県統計課「人口時系列データ」、 社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
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資料：平成29年患者調査（厚生労働省）
社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）

１
少子高齢化の影響により、医療需要が変化し、求められる
医療の内容が変わります。

【年齢区分別】圏域全体における救急搬送人員数（人/年）

資料：上越消防・糸魚川消防提供

年齢区分
新生児：生後28日未満
乳幼児：生後28日以上から満7歳未満
少年：満7歳以上から満18歳未満
成人：満18歳以上から満65歳未満
高齢者：満65歳以上

①高齢化により医療の需要が変化

地域医療構想算定式による本県の入院需要（灰色グラフ）と新潟県内の実際の入院患者数の推移（紺色グラフ）
※2013年を100%とした場合

出所：地域医療構想策定支援ツール、平成29年患者調査（厚生労働省）
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H25～R4の10年間、本県の入院患者は減少基調
（ただし、R2～R4年度は新型コロナウイルス感染症の影響があったことに注意が必要）

✓ 人口減少により、入院需要は減少が見込まれる一方、高齢化にともな
い入院患者に提供される医療の内容も変わり、今後は、高齢患者に対
する医療提供が増加していきます。

✓ 高度・専門的な医療を必要とする若年層の減少が見込まれる中、現行
の医療提供体制のままでは、医療が立ち行かなくなる懸念があります。

⚫ 人口減少により、患者の減少が見
込まれる。

⚫ 高齢化により、高齢者に対する医
療提供の割合が今後さらに増加す
る一方、若年層の減少により、手
術等の高度・専門的な医療（急性
期医療）のニーズが減少すると見
込まれる。

⚫ また、85歳以上の高齢者数の増加
により、医療と介護の複合ニーズ
への対応が必要となる。

上越医療圏の
入院患者数の推移
（一般・療養病床）

出所：地域医療構想策定支援ツール、患者調査（厚生労働省）

地域医療構想算定式による上越医療圏の入院需要推計（灰色グラフ）と
上越医療圏の実際の入院患者数の推移（紺色グラフ）

※2013年を100%とした場合

資料：新潟県統計課「人口時系列データ」
社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」
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⚫ 若年層※の搬送人員数に比べ、
実際に高齢者の救急搬送は増加
傾向にある。

⚫ 高齢者の救急搬送人員数は、若
年層の倍以上になっている。

※図中の新生児・乳幼児・少年・成年の合計

①人口減少や高齢化により、医療需要が変化していきます。

②増加する高齢者救急への対応が求められます。

少子高齢化が進み、社会が大きく変わろうとしている中、これからも上越地域で

安心して医療を受けられるよう、体制づくりを進めていきます。

75歳以上（特に85歳以上）
人口の割合は増加が続く

64歳以下の人口は急激に減少

将来推計人口（上越医療圏）

資料：新潟県統計課「人口時系列データ」
社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」
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２ 少子化の影響により、医療の担い手も減少します。

②１病院当たりの症例数が減少することで、医療の質の低下につな
がるおそれがある。

⚫ 医療需要が変化し、高度・専門
的な医療を必要とする患者（症
例）は減少する。

⚫ １病院当たりの症例数が減り、
経験を積む機会が減少すること
で、技能維持の面で、医療の質
低下につながるおそれがある。

⚫ 経験を積む機会（症例）が少な
いと、経験を積みたい若い医師
が集まりにくくなり、医療の担
い手も減少する状況の中、医療
提供そのものが難しくなる。

 今後、今よりも相対的に少ない担い手で医療を支える必要がある。

 そのような中にあっても、医療の質を確保していくためには、限ら
れた医療スタッフを効果的・効率的に活用しながら、次世代を担う
若い人材が集まり、育成できる環境が必要になる。

医療介護需要量と生産年齢人口の減少率の比較（2020年=100）【新潟県】

資料：『日本の地域別将来推計人口』（令和５（2023）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）

介護需要

医療需要

生産年齢人口

②担い手の減少により、現行水準のような看護師等の医療スタッフを
確保することが困難になるため、今のままの医療提供体制では、医
療の質が保てなくなる。

✓ 少子高齢化により医療需要が変化
し、高度・専門的な医療を必要と
する患者（症例）は減少する。

✓ 経験を積む機会（症例）が減少す
ることで、医療の質低下につなが
るおそれがある。

⚫ 医療需要の減少スピードより
も速いペースで生産年齢人口
（医療の担い手）が減少する。

⚫ 地域全体として医療スタッフ
の確保が難しくなり、これま
でどおりの医療（特に救急医
療）を提供できなくなるおそ
れがある。

✓ 今後、今よりも少ない担い手で医療を支える必要があります。

✓ そのような中にあっても、医療の質を確保していくためには、限られ
た医療スタッフを効果的・効率的に活用しながら、次世代を担う若い
人材が集まり、育成できる環境が必要になります。

✓ 圏域の医療が立ち行かなくなる前に、医療需要に合った医療提供体制
へと変えていく必要があります。

出典：平成29年患者調査（厚生労働省）
社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

医療・介護需要量と生産年齢人口の減少率の比較
（2020年を100とした場合）【上越医療圏】

３
医療需要の変化と医療の担い手の減少は、医療の質にも影
響を及ぼします。
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持続可能で質の高い医療を提供するためには、
「集約」と「役割分担」が必要になります。

①医師を中核となる病院※1

に集約
※1地域で高度な医療を支える柱となる病院

✓ 高度・専門的な治療、手術、重症患者の
救急を中心に対応。

✓ 軽症かどうか判断のつかない救急患者に
も対応。

✓ 質の高い医療の提供や医師を集め育成で
きる環境を整備。

②高度な医療を必要としない
患者等の入院や外来は身近
な医療機関※２で対応

※2地域包括ケアを支える医療機関

✓ 増加する高齢者救急や急性期を過ぎた回
復期患者、軽症患者等の入院医療にも対
応。

✓ 中核となる病院で重症ではないと判断さ
れた救急患者は、早期に身近な医療機関
に転院。

③医療と介護の複合ニーズは
訪問診療・訪問看護や介護
医療院などで対応

✓ XXXXXXXX

✓ XXXXXXXX

役割分担集約

中核となる病院に

「中核となる病院」に高度・専門的な治療等の機能と医師等を集約し、対応力
を強化

➢ 高度・専門的な治療、手術、重症患者の救急等を中心に対応
➢ 軽症かどうか判断のつかない救急患者にも対応
➢ 症状が安定したら、地ケア病院に引継ぎ
➢ 医師確保に難渋している地ケア病院に対して、入院患者にも対応できる医師を派遣し、地ケア

病院 の機能強化をサポート
➢ 質の高い医療の提供や医師を集め、育成できる環境を整備

高度な医療を必要としない患者等の入院や外来は「身近な医療機関」で対応
➢ 急性期を脱した患者を「中核となる病院」から早期に受け入れ、早期の在宅復帰を図る
➢ 増加する高齢者救急に対応
➢ 軽症・中等症の救急も受入（平日日中）
➢ 開業医が少ない地域では、地域の外来機能のほか、訪問診療等の機能も果たす
➢ 医療の担い手の減少が見込まれる中、病床規模を需要に見合ったものに見直す

高齢化により増加が見込まれる「医療と介護の複合ニーズを持つ患者」は、訪
問診療・訪問看護や介護医療院等でも対応

➢ 医療と介護の複合ニーズを持つ患者の中には、必ずしも病院でなくとも受入可能なケースも多
い

➢ こういった患者は、訪問診療・訪問看護のほか、介護施設の機能強化（老健の機能強化、介護
医療院への機能転換など）などでも対応可能な場合も多いことから、地域の事情に合わせて、
関係者と対応を検討

高度・専門的な治療
手術、重症救急等

高齢者救急等

回復期リハビリ

慢性的な疾患等

医療と介護の
複合ニーズ

➢ 多くの医療資源が必要になることから、中核となる病
院※１に医師等を集約して対応

➢ 症状が安定したら、身近な医療機関※２に引継ぎ
➢ 身近な医療機関※２に対して、入院患者にも対応できる

医師を派遣し、機能強化をサポート
➢ 医療人材を育成できる環境を整備

➢ 身近な医療機関※２が担うべき役割ではあるが、回復期
リハビリ等を行う病院よりも医療資源を必要とするた
め、受入れは特定の病院に集約して対応

➢ 症状が安定した患者を早期に受け入れ、リハビリ等を
行い、早期の在宅復帰を図る。

➢ 身近な医療機関※２として、地域の外来機能も担う。
➢ 医療の担い手の減少が見込まれる中、病床規模は需要

に見合ったものに見直す必要がある。

➢ 必ずしも病院でなくとも受入可能なケースも多いこと
から、訪問診療・訪問看護のほか、介護施設の機能強
化※３などによる対応を検討する必要がある。

※１ 新潟県地域医療構想グランドデザインで定める「地域で高度な医療を支える柱となる病院」
※２ 新潟県地域医療構想グランドデザインで定める「地域包括ケアシステムを支える医療機関」（地ケア病院）
※３ 老人保健施設の機能強化や介護医療院への機能転換などを想定

➢ 身近な医療機関※２が担うべき役割ではあるが、回復
期リハビリ等を行う病院よりも医療資源を必要とす
るため、受入れは特定の病院に集約して対応

➢ 症状が安定した患者を早期に受け入れ、リハビリ等
を行い、早期の在宅復帰を図る

➢ 医療の担い手の減少が見込まれる中、病床規模は需
要に見合ったものに見直す必要がある

➢ 症状が安定した患者を早期に受け入れ、リハビリ等
を行い、早期の在宅復帰を図る

➢ 医療の担い手の減少が見込まれる中、病床規模は需
要に見合ったものに見直す必要がある

上越中期再編に関する大枠の方向性
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中核病院
高度急性期・急性期

地ケア病院群
高齢者救急、回復期リハビリ、慢性期医療等

高齢者救急等

回復期リハビリ

慢性期医療

患者紹介
医師派遣

急変時対応
患者紹介

医療と介護の複合ニーズ
に対応する施設

訪問診療・訪問看護、特別養護老人ホーム
老人保健施設、住宅型施設、介護医療院等

受入急変時対応

在宅復帰
在宅復帰

肺炎など

脳梗塞など

風邪など

［診療所］

５
医療再編では、地域全体が一つの病院として機能し、地域
全体で必要な医療提供が行われる姿を目指しています。

●医療再編で目指す医療提供の姿（イメージ）

✓ 「集約」と「役割分担」による医療再編を行うことで、形を変えな
がら、地域に必要な医療機能を残すことができます。

✓ 「役割分担」により、地域全体で一つの病院として機能します。
（症状に応じて、入院・受診する医療機関が変わります。）

✓ 社会の変化に対応した医療提供体制を構築するため、住民のみなさ
まのご理解・ご協力をお願いします。

新潟県福祉保健部地域医療政策課
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